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財政援助団体等監査報告 

 

１ 監査の目的 

  出資法人に関する出納その他の事務の執行状況について、適正かつ効率的に行われてい

るかについて監査を実施しました。 

 

２ 監査の対象 

出 資 団 体 佐久ケーブルテレビ株式会社 

  所 管 部 局 企画部 情報政策課 

 

３ 監査の実施日  

令和２年１２月２１日（月）・１２月２４日（木） 

 

４ 監査の方法 

あらかじめ提出を求めた下記の資料に基づき、関係職員から説明を聴取するとともに、

関係書類の監査を実施しました。 

なお、一部財務書類については現地において確認を行いました。 

 

（１）法人の概況 

（２）平成２８年度～令和元年度の事業計画 

（３）平成２８年度～令和元年度の決算書、財務諸表 

（４）平成２８年度～令和元年度の株主総会資料、臨時株主総会資料及び株主総会議事録 

（５）役員名簿 

（６）出資状況一覧表 

 

５ 監査の着眼点 

監査の実施に際し、次の事項を基本的な着眼点として監査を実施しました。 

 

 『所管課関係』 

 （１）出資目的及び出資金額等は妥当か。 

 （２）株式または出資による権利は財産台帳に登録され、決算書類に適正に表示されてい

るか。 

 （３）出資者としての権利行使は適切に行われているか。 

 （４）出資団体の経営成績及び財政状態を十分把握し、適切な指導監督を行っているか。 

 （５）増資・減資はあるか。 
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  『出資団体関係』 

 （１）定款（寄付行為）並びに経理規程等諸規程は整備されているか。 

 （２）出資目的に沿った事業運営が行われているか。 

 （３）決算諸表等は法令等に準拠して作成されているか。 

 （４）事業成績、財政状況は適正に決算諸表等に表示されているか。 

 （５）経営成績及び財政状態は良好か。 

 （６）会計経理及び財産管理は適切か。 

 

６ 監査の結果及び意見 

出納及びそれに係る事務の執行については、一部会計処理方法に変更が見られましたが、

概ね適正であると認められました。 

なお、今後の事業実施に当たり、次のとおり意見を述べます。その他検討、改善を要す

る細部については、口頭で留意又は改善を促したので省略しました。 

 

○佐久ケーブルテレビへの財政支援及び出資の状況 

増資前 増資後

49.1% 53.8%

保有株数 15,460株 株式保有率 34.7% 67.9%

出資金額
出
資
の
状
況

債務残高　85,000,000円補償限度額　380,000,000円

補償実行額　　　　　　0円 返済期限 令和8年12月20日

出資割合217,270,000円

損失補償契約の

状況

令和2年3月現在

921,510,000円（令和元年度設定債務負担行為限度額）
令和2年度から令和7年度までの6年間

284,520,000円（令和元年度設定債務負担行為限度額）
令和2年度から令和4年度までの3年間

FTTH化工事に
係る財政支援

負担金
（当初3期～7期）

貸付金
（当初1期・2期）

 
 

 佐久ケーブルテレビの各期の決算額については、第１５期は純損失２，４０５万円余、

第１６期は純損失１４８万円余、第１７期は純損失１，０５０万円余、第１８期は純損失

８４万円余と、赤字状況が続いていることを確認しました。赤字決算の理由は、テレビ・

インターネットの加入世帯率が各期１５％～１６％台、MVNO（格安携帯サービス）加入

世帯率が各期１６％～１８％台と大手事業者との競合により伸びていないことが主要因で

あることを確認しました。 

同社は、平成１４年８月８日の設立から１８年が経過し機器類等の更新時期を迎えたこ

とから、今後の方向性について検討を加え、FTTH 化（光配線化）による伝送路等の強化

・更新という新たな設備投資を行っている状況を確認しました。 

これに対し佐久市からは、増資の引き受け、工事負担金や貸付金の支出などを行ってお
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り、今回の増資により佐久市の株式保有率は６７.９％に増加したことを確認しました。 

また、関係書類等により同社の状況を見る中で、情報格差の是正を目的としてネットワ

ークを市内全域に整備することは、人口密度が低く収益性が低いエリアを含むこととなる

ため、加入率・収益率を押し下げる要因となっていることを確認しました。これらを改善

するためには、新たな技術の導入や市の関わり方など、経営を安定させる方策を検討する

必要があると考えます。 

今回の FTTH 化は、新たな会社を立ち上げたと同様の事業ともいえるものであるので、

その恩恵により、広く市民が魅力あるサービスを安心して長く受けられるよう、今まで以

上に同社の経営状況、収支状況及びサービス内容等を精査していく必要があると考えます。 

今後は、FTTH 化による加入率の向上による安定的な経営を目指すことにより、会社本

体の体質強化を図り、出資目的である公共性の高い事業の充実を期待します。 

 

 


